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ＪＲ東労組  業務部 

 
① 第 5 回交渉の補足項目 8 項についての議論の中でされている会社からの回答

について、「効率的に業務を遂行するために協約を結んでいる」と述べられて

いるが、我々は、協約を効率的な業務遂行のために結んだという認識はない。 

 

・単体決算は、営業収益 2兆 1,133 億円、営業利益 3,918 億円、経常利益 3,548 億円、純利益 2,511 億円で

増収増益。営業収益・運輸収入は 7期連続の増収、期末決算としては、過去最高。 

・連結決算も、増収増益、営業収益は 7期連続の増収、過去最高。 

・3.1 ヶ月＋5万円の要求は、極めて理性的な要求だ。 

・流通・サービス事業は、東京駅等の店舗売り上げが好調であったことによって増収増益。不動産・ホテル

事業も「ペリエ千葉」の全面開業に伴う増収効果やホテル業の好調などによって増収増益。 

・2020 年頃までに 10,000 室を超えるホテルチェーンとなることをめざし、６つのホテルの建設工事を推進

していくことからも、更なる好調が見込まれる。 

・現場第一線が実感するほどインバウンドの需要も高まっている中での三大輸送などを含めて、日々安全・

安定輸送に向けた組合員の奮闘と、「変革２０２７」に基づく諸施策に真摯に向き合ってきた結果だ！ 

・1 株あたりの配当を現行の 150 円から 165 円にあげる予定と示されていることから、要員不足や業務量増

の現実の中で、好調な経営を支えてきた、組合員の努力を正しく評価し、納得感ある正当な支給を強く求め

る！ 

 

 

・会社の業績動向は昨年度、平成 30年度決算について営業収益は増収、2年連続で過去最高であった。社員

のみなさんが職場で安全・安定輸送のさらなるレベルアップ、サービス品質の向上、あるいは増収の努力、

業務改革の推進などを取り組んできた成果である。会社としても、改めて感謝を申し上げたい。 

・昨年度の決算において、営業費を見ると、動力費、あるいは修繕費の増加によって、営業費用は対前年で

233 億円増えている。本業の営業利益は、対前年で 32億円の減益であった。 

・令和元年度の通期の見通しについても、GW の 10 連休、あるいはインバウンドの効果等々によって、増収

を見込むものの物件費増加などによって営業利益、経常利益、当期純利益が全て増収減益である。 

・鉄道事業は会社としてコントロールしにくい固定費の割合が高いという特性がある中で、引き続き収入や

コストの状況、今後の動向を慎重に見極めていく必要がある。また今年度の通期見通しが減益であること、

将来に向けた設備投資をしっかり行っていかなければならない。 

・内閣府が公表している 5月の月例経済報告は、2か月ぶりに下方修正している。また、景気動向指数にお

いて 6年 2か月ぶりに悪化を示すということで、楽観視出来る状況ではない。 

・6 期連続の基本給改定もあり、基準内賃金が増加している。世の中と比較しても支給月数、あるいは支給

額についても既に相当高い水準に達している。突出感のないように留意すべきである。 


